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１．はじめに

当研究会は取り扱う研究テーマは異なるも
のの、過去十数年にわたって、その時々の環
境変化やトレンド等を的確に捉えつつ、内部
監査人としての素養を高め、かつ、当該研究
成果をそれぞれの監査活動等に活用し実践す
ることを目指してきたいわば “老舗” の研究
会である。
前回の研究テーマを掲げた研究会（ＣＩＡ

フォーラム研究会No.ｈ４（内部監査のスキ
ル・ノウハウとセカンドキャリア研究会））
の活動が終了後、速やかに次なる研究テーマ
の選定に着手したが、最近話題となっている
「人的資本経営」について、企業側においては、
ステークホルダー等の関心の高まりや人的資
本等に係る法定開示の開始などを踏まえて、
取組強化に向けた必要性や重要性は理解する
ものの、実際のところ、何を・いつまでに・
どの水準まで実施することが適切なのか、現
時点では試行錯誤の状況であろうとの共通認
識を得るに至った。
人的資本開示に十分に対応できていないと

すれば、それはすなわち法令遵守等の観点か
らのリスクに直面することとなる。加えて、
それ以外にも外部環境変化、例えば少子化の
進展により、従来は安定的な人材採用の手段
であった新卒一括採用が困難な状況に陥って
いることや、筆者の心証として、以前は日本
企業の最大の「強み」と言われた会社と従業
員の強い結び付きや忠誠心といったものが、
Ｚ世代を中心として会社や組織体への帰属意
識が極めて希薄だと感じており、入社３年以
内に３～４割が転職し辞めていくといった人
材の流動化現象が進展していく中では、人材
の確保や育成が経営上の最重要課題となりつ
つあり、「人材リスク」にどのように対処して
いくのか、これが、企業の優位性確保や成長
性、持続可能性を向上させ、企業価値の増大
につながる主な要因を構成していると考えら

れる。
このような経営課題やリスクに対して、内
部監査部門が過去、真っ正面から対峙してき
たかと言われれば、手続きとしてリスクアセ
スメント上での課題認識を有していたとして
も、なかなか日常的な監査活動において、人
事部門が所管する各種の全社的な人事施策等
に対して、３線として客観的な立場から検
証・評価し、正規のレポートを通じて提言を
置き改善を促すといった踏み込んだ実例は少
ないのではないだろうか。
上記のような人的リスクに係る問題に対し
て内部監査部門として対処していく１つの切
り口として、当研究会では各企業における
「人的資本経営の実践度」に着目した。ただ
し、それを客観的に評価するには、評価のモ
ノサシとなる基準が必要である。しかしなが
ら、会計監査やＪ－ＳＯＸ評価等とは異なり、
人的資本経営に関する一般に公正妥当と認め
られた判断基準は残念ながら存在しない。そ
こで、我々は、「人材」の観点から企業経営
の高度化や企業価値向上を目指すことを強く
意図した「人材版伊藤レポート（同2.0を含
む）」（注１・注２、以下「人材版伊藤レポー
ト」と記載する）を現時点で「あるべき姿」
「目指すべき方向性」を明示している「判断
基準」に準ずる扱いとすることで、評価の客
観性や他社との比較可能性も保持させようと
考えた。
ただし、「人材版伊藤レポート」にも記載さ
れている通り、同レポート上で掲げられた事
項を個別に「チェックリスト」的に活用する
ことは本意ではなく、それらのうち、明らか
に人事部門の管轄というよりも、経営トップ
や取締役会といった、社内の中枢機関が主体
的に行うものについては、本件では監査対象
としないこととした。また、単発的な人事施策
実施のみでは、本来の人的資本経営の実践では
ないとの考えに立脚し、「人材版伊藤レポート」
上ではあまり触れられていないＰＤＣＡの観点
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や、人事部門自らによるモニタリング活動の必
要性等についても、検証ポイントとして取り扱
うこととした。
人的資本経営は、必ずしも上場企業特有の

問題ではなく、日本企業の９割強を占める中
堅・中小企業も同様に直面する課題である。
よって、上場企業等の大企業に適用すること
は可能だが、会社の規模や特性に応じて、そ
れに代替可能な措置を有しているのであれ
ば、「合格水準」と判定できるような柔軟性を
有することも留意点とした。
本件のようなテーマで監査を実施しようと

すれば「経営監査」に該当する難度の高い領
域であり、当研究会としても前例のない取組
となるため、研究開始当初から紆余曲折が予
想されたが、新たに挑戦することに価値を見
出し、メンバーの経験・知識・創意工夫の総
和によって、何とか成果物として形にしてみ
ようとの考えで、本研究会はスタートしてい
る。

２．「人的資本経営」をめぐる状
況について

（1）「人的資本」について
まずは当研究会にて取り扱う「人的資本」

や「人的資本経営」とは何かを明確に定義す
ることから議論を始めることとした。
当研究会においては、計画的かつ積極的な

投資を実施することによって、イノベーショ
ン創出や抜本的な事業変革を促進し、既存事
業のコモディティ化からの脱却、グローバル
な競争力向上や「稼ぐ力」の拡充を図ってい
くことを加速化させていくものを「人的資本」
と定義した。すなわち、過去の「失われた30
年」に行われていた、人材を「コスト」とし
て捉え、人的なリストラや人件費を主に財務
管理上の観点から抑制的に運営していくので
はなく、むしろ従来型の思考を大幅に転換し、
所属する組織体（企業に限定されず、例えば

政府・地方公共団体・ＮＰＯ等の利益獲得を
目的としない組織体を含む）において、人材
を付加価値創造の源泉である「資本」と捉え
る考え方に立脚するものである。
ただし、上記の「人的資本」に関する定義
は当研究会における独自の見解であるため、
ほかの定義についても以下の通りご紹介させ
ていただく。
例えば、野村総合研究所によれば、「人的資
本」を「企業の構成員としての個人が持つ資
質（倫理観、協調性、リーダーシップなど）
や能力（知識、技術・技能など）を、企業の
付加価値を生み出す資本とみなしたもの」と
定義している（注３）。
また、政府（内閣官房）が2022年８月に公表
した「人的資本可視化指針」（注４）において
は、「人的資本」について「人材が、教育や研修、
日々の業務等を通じて自己の能力や経験、意欲
を向上・蓄積することで付加価値創造に資する
存在であり、事業環境の変化、経営戦略の転換
にともない内外から登用・確保するものである
ことなど、価値を創造する源泉である『資本』
としての性質を有することに着目した表現であ
る。」との記載があり、これも前述の定義付け
の前提として考慮している。
「人的資本経営」については経済産業省ウ
ェブサイト（注５）によれば、「人材を『資本』
として捉え、その価値を最大限に引き出すこ
とで、中長期的な企業価値の向上につなげる
経営のあり方」であると定義されている。当
研究会では、この経済産業省の定義に従うこ
ととした。
本テーマに係る研究の初期段階において、
人的資本という無形資産の構成要素をどのよ
うに定量化し、「見える化」していくかについ
て当研究会メンバーから問題提起があった。
我が国の現時点での財務会計においては、
無形資産として、特許権・商標権・ソフトウ
ェアやのれん等の、現在及び将来にわたって
の企業収益の基盤となる知的資産や、社内に
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蓄積された独自の技術・ノウハウ・データ類、
ブランド価値等が含まれている。これらは、
既に金銭的対価を支払い、実際のキャッシュ・
アウト等を通じて取得したものであるため、
財務諸表（Ｂ／Ｓ）上の表示が比較的容易で
ある一方、「人的資本」に関しては、事業活動
において幅広い業務に関係していることから、
損益計算書（Ｐ／Ｌ）上の人件費としての計
上は容易であるが、人的資本への投資がどの
程度の付加価値や将来的なキャッシュ・フロ
ーを生み出すのか、すなわち、合理性をもっ
て無形資産としてＢ／Ｓに計上していくかに
ついては、財務会計上の認識と測定を考慮す
ると、なかなかハードルが高いというのが実
情である。
一般的に企業価値を向上させるメインの構

成要素が従来型の資本財を中心とした有形固
定資産から無形資産へと推移していく中長期
的なトレンドにあるが、実は、無形資産の中
核的な要素を占めるのは人材である。比較的
最近までマネジメントにおいては「ヒト・モ
ノ・カネ・情報」といった経営資源をいかに
して確保し、効率的に運用していくかに力点
を置いてきた経緯がある。特に人材に関して
は、経営資源の重要な構成要素と捉えている
反面、いわゆる「終身雇用制」の下で、新卒
一括採用をメインとした安価な労働力を確保
し長期的に人件費を抑制していくか、また、
人材育成に関しては職場内のＯＪＴやジョブ
ローテ－ション等により、スキルレベルの底
上げや人材の均質性の実現には大きな成果が
見られたものの、イノベーション人材や最先
端のＩＴ・ＡＩ分野等に強い人材の採用・育
成・発掘に関しては、成果の見えやすい資本
財への投資と比べ、積極的かつ計画的な「人
材投資」が行われてこなかったのが実情であ
る。その結果、現状、国際的な競争力を有し、
リーディングカンパニーに掲げられる企業が
数社にとどまっており、時価総額も劣後する
といった評価の要因を形成していると考えら

れる。
また、最近の投資家の関心については、従
来の財務情報よりも非財務情報、特に人的資
本関連情報を重視する傾向にあるとされてい
る。前述の「人的資本可視化指針」の付録③
（注６）に記載された「投資家が着目する情
報」のうち、投資家に対するアンケート調査
結果を参照すると、中長期的な投資・財務戦
略において重視すべきだと考える事項として
は、①「人材投資」：67％、②「ＩＴ投資（デ
ジタル化）：66％、③「研究開発投資」：63％
となっており、僅差ではあるが人的資本投資
が関心事の最上位となっている。
以上、ビジネスと取り巻く環境が激変する
時代において、人的資本への投資が将来的な
成長や企業価値向上につながる戦略的な投資
であるとの認識については、グローバルに共
通する企業経営者と投資家双方のコンセンサ
スになりつつある状況である。したがって、
人的資本における質と量の両面の投資の優劣
が、各企業がサスティナブルか否かを決定付
ける重要な要因になりうると考えられる。

（2）人的資本に係る対外的開示の拡
充
前述の通り、近年、多数の投資家は、投資
先の企業に成長力はあるのか、中長期的にサ
スティナブルなのか、イノベーション等を通
じて付加価値を生む人材が確保・育成され、
その人材を有効に生かし切れているのか等、
多面的な人材戦略に強い関心があり、経営者
から説明を受けることを期待している。それ
らには、現在の人材戦略の実践状況とともに、
将来的な戦略遂行のプランと実現可能性を含
むと言われている。
海外においては、「人的資本に関する情報開
示のガイドライン」（ＩＳＯ30414）や、米国
証券取引委員会（ＳＥＣ）による人的資本に
関する情報開示のルール化等、人的資本に係
る開示の基準化が進展している。一方、我が
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国においては、後述するコーポレートガバナ
ンス・コードにおいて開示項目の改訂がなさ
れるなどの対応が行われている。
人材に関する情報については、国内外の

様々な任意の開示基準から開示項目について
は、「人的資本可視化指針」に実例が提示され
ている。例えば、人材育成に関する事項とし
ては、「研修時間」「研修参加率」「プログラ
ムの種類・対象」などが、人材の流動化に関
連する事項として、「採用人数・内訳・離職率
等」「後継者準備率」などがある。
また、ダイバーシティについては、特に有

価証券報告書において「管理職に占める女性
労働者の割合」「男性の育児休業等取得率」
「男女の賃金の格差」の記載について、同報
告書に記載することが求められることとなっ
た（注７）。
上記のほか、「人的資本可視化指針」におい

て、従業員の健康や安全に関する事項として、
・労働災害の発生件数等
・安全衛生関連の取組、目標等
・健康への取組、目標等
が挙げられているほか、
・従業員エンゲージメント
・人権、コンプライアンスへの取組
など、人材に関する様々な指標や目標などが
開示項目として例示されている。
自主開示については、従前から多くの企業

において取り組まれてきたものの、今後とも、
人的資本というキーワードに関連して、より
多くの項目に関する取組強化に係る方向性や
取組実績、得られた成果や実効性等の開示が
拡充していくことが期待される。

（3）コーポレートガバナンス・コー
ド等における人的資本との関連性
2021年６月の改訂コーポレートガバナン

ス・コード（注８）を参照すると、補充原則
２－３①において、「取締役会は、気候変動な
どの地球環境問題への配慮、人権の尊重、従

業員の健康・労働環境への配慮や公正・適切
な処遇、取引先との公正・適正な取引、自然
災害等への危機管理など、サステナビリティ
を巡る課題への対応は、リスクの減少のみな
らず収益機会にもつながる重要な経営課題で
あると認識し、中長期的な企業価値の向上の
観点から、これらの課題に積極的・能動的に
取り組むよう検討を深めるべきである。」と
記載されている。
また、同補充原則２－４①において、「上場
企業は、女性・外国人・中途採用者の管理職
への登用等、中核人材の登用等における多様
性の確保についての考え方と自主的かつ測定
可能な目標を示すとともに、その状況を開示
すべきである。また、中長期的な企業価値の
向上に向けた人材戦略の重要性に鑑み、多様
性の確保に向けた人材育成方針と社内環境整
備方針をその実施状況と併せて開示すべきで
ある。」と明示している。
上記の各事項に適時・適切に対処していく
と同時に、今後ますます進化していくことが
予想される人材戦略は中長期的経営戦略等と
連動して、取締役会レベルでの活発な議論を
経て、自主的に変革していくことが必要不可
欠である。実際に、人的資本という考え方が
拡散している中で、取締役会において人的資
本に関する議題が主な検討対象となる事例が
見られている。人的資本について企業自身が
適切かつ継続的に投資し、自社の経営戦略の
中核に据えることより、中長期的な企業価値
向上にどのように結び付けていくのか、「人的
資本経営」を流行のように捉えて対処するの
ではなく主に「人材リスク」の観点から多面
的に考察し、いかに深化させていくかが求め
られていると考えられる。

（4）ＥＳＧ投資と人的資本との関連
性
人的資本を検討するうえで１つの重要な要
素として、「ビジネスと人権」という課題があ
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る。近年、企業活動における人権の尊重につ
いても社会的な関心が高まり、特にグローバ
ルなビジネス展開を行う企業においては、自
社やグループ会社だけでなく、各国のサプライ
チェーンも含めた人権尊重への対応が求めら
れるようになった。これを怠った場合は、政
治問題や訴訟に発展するばかりでなく、いわ
ゆる「不買運動」など、会社側にとって致命
的な損失を発生させるリスクを内在している。
2011年３月に国連人権理事会において「ビ

ジネスと人権に関する指導原則」が全会一致
で支持された。当該原則では、人権を保護す
る国家の義務を再確認するとともに、企業に
対しても、企業活動及びバリューチェーンに
おいて人権に関する諸原則を尊重する責任が
ある旨が明示されている。加えて、①人権方
針の策定、②人権デュー・ディリジェンスの
実施、③救済メカニズムの構築が提案された。
上記に呼応する形で、我が国においても、

政府より2020年10月に「『ビジネスと人権』に
関する行動計画（2020－2025）」（注９）を策
定した後、2022年９月には「責任あるサプラ
イチェーン等における人権尊重のためのガイ
ドライン」（注10）を公表するに至っている。
企業活動における人権の尊重は、ＥＳＧ要

素のうち「Social（社会）」の１つとして重要
性を有している。例えば、従業員等の能力開
発や安全衛生の向上だけでなく、ハラスメン
ト問題や不当な差別への対応など、人権を尊
重する取組については人的資本経営の一環で
あると考えられる。
また「Diversity and Inclusion（多様性と包
摂性、以下Ｄ＆Ｉ）」の推進についても、例
えば、女性管理職比率の向上といった取組に
とどまらず、多様な人材が活躍できるための
職場環境への取組や、多様性を尊重するイン
クルーシブな企業文化の醸成など、企業側に
おいても様々な形で取組強化が図られている
ところであり、この観点も人的資本経営体制
を構築するうえで重要な要素になると考えら

れる。

（5）「女性版骨太の方針2023」等と
の関連性
上記にも連動するが、ビジネスにおける人
権の１つに「ジェンダー平等」がある。我が
国の企業においては、未だ意識は低いと考え
られるが、ジェンダー・ギャップとは、男女
の性差によって生じる社会的・経済的格差を
指し、ビジネスにおいては、男女間の賃金格
差や雇用機会の不平等、中核人材への登用に
係る不平等などが挙げられる。
とりわけ、企業役員への女性登用について
世界的なトレンドを見ると、ＥＵでは、社外
取締役で40％以上か、すべての取締役で33％
以上を少数派の性別にすることを義務化する
法案が2022年６月に合意され、ＥＵ域内の上
場企業は2026年半ばまでに基準を満たす必要
があるとしている（注11）。
一方、我が国では、2023年６月に公表され
た「女性版骨太の方針2023」（注12）におい
て、プライム市場上場会社には、①2025年を
目途に、女性役員を１名以上選任するよう努
めること、②2030年までに、女性役員の比率
を30％以上とすることを目指すこと、③上記
の目標を達成するための行動計画の策定を推
奨すること、が明示されている。また、機関
投資家や議決権行使助言会社においても、ジ
ェンダーに関する議決権行使基準は2023年以
降厳格化されている。例えば、米国のＩＳＳ
（インスティテューショナル・シェアホルダ
ー・サービシーズ）社は、株主総会後の取締
役会に女性取締役が１人もいない場合は、経
営トップである取締役に原則として反対する
ことを推奨している。このように、役員の女
性登用は、各企業にとって早急に対応すべき
経営上の重要課題となっていると同時に、社
内から安定的に女性役員候補を輩出していく
ための教育訓練プログラム等の高度化や深化
が求められる状況となっている。
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３．「人的資本経営」に係る取組
の基本となる事項

（1）経営戦略と人材戦略の連動
「人材版伊藤レポート」においては、経営
戦略と人材戦略との連動を人的資本経営の第
一歩としており、当研究会の成果物として提
示する「監査プログラム（案）」（44～47頁参
照）においても多数の検証・評価項目を設定
している。
それでは、「人材版伊藤レポート」が掲げて

いる両者の連動性とは何か、これらを実行し
ていくうえで、何が必要とされるのか等につ
いて、あらかじめ整理しておくことが必要で
ある。これに関しては、日本総合研究所「経
営コラム オピニオン【人的資本経営】」（注
13）を参照されたい。

（2）最高人事責任者（ＣＨＲＯ）の
ミッション

「人材版伊藤レポート」においては随所に
ＣＨＲＯが各種の取組の担い手として登場
し、人的資本経営を実践していくうえで、極
めて重要な職責を果たす「キーパーソン」で
あると言える。
ただし、同レポートにおいては、ＣＨＲＯ

とは何かについて、参考となる事例紹介はあ
るものの、明確な定義付けがなされた箇所が
存在していない。また、ＣＨＲＯのミッショ
ンが明確でない場合には、当「監査プログラ
ム（案）」を利用して、監査を実施しようと
した際に支障が生じてしまう可能性がある。
そのため、当研究会としては「監査プログラ
ム（案）」を活用して監査を実施していく際
の「ＣＨＲＯとは何か」について、従来の人
事担当役員や人事部長との相違点なども明確
化しつつ、一般論として定義付けしておきた
い。
人事部長の主な責務としては、主に、現時

点での人事管理・労務管理等の業務全般及び

それに付随して組織体で発生する諸問題に適
切に対処していくことが求められる。
さらに、執行役員（場合によっては執行役）
としての責務としては、人事部門運営の総責
任者としての立場や責務にとどまらず、会社
経営にも深く参画するとともに、労働組合等
との折衝や、対外的に人事部門を代表してス
テークホルダーとの対話を行う等のミッショ
ンを担う。
また、上記以上の取締役としての責務を同
時に担った場合は、会社の将来性を左右する
事業分野の創出や新規ビジネスの開拓、既存
ビジネスの一層の伸長などを人的資本の観点
から確実なものとする、企業価値の向上とい
ったより高い次元のミッションを担っていく。
一方、ＣＨＲＯは、人事部門の利益代表の
立場ではなく、社内の人材マネジメント全般
の現状と、人材面で中長期的に「あるべき姿」
とのギャップを把握・分析しつつ、当該企業
の経営戦略と結び付けたうえで、企業価値の
向上につなげていく役割を担う。同時に、サ
スティナブルな人材戦略の立案やその遂行に
関しても責任を負う。
そうなるとＣＨＲＯは、企業価値向上やビ
ジネスの進展に向け、いわゆる「アクセル」
を踏む立場にあるように見えるが、一方で、
既存の経営戦略（場合によっては将来にわた
る場合も含む）が、①自社の人的資本に照ら
して実現可能性が低い、②人的資本の投下に
対するリターンが十分に展望できない、③人
的資本の配分が極端に分散化又は集中化して
いる場合のリスクへの検討や考慮が不十分、
④求められるスキルや能力と比較してマンパ
ワーが明らかに不足し、これ以上の人材確保
が困難なためにビジネスの成長可能性を確保
できない、⑤ビジネスが想定よりも明らかに
成果が出現しない場合への対処として「コン
ティンジェンシープラン」的な代替策や「撤
退基準」等が存在しないか、著しく不十分、
などの事象が顕著であるならば、場合によっ
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てはＣＨＲＯ自らが「ブレーキ」を踏む重要
な役割を担うと考えられる。
加えて、ＣＨＲＯは企業の持続可能性をさ

らに強固なものとするため、人材育成（特に
次世代を担うリーダー育成）や多様な人材の
採用・登用に関する積極的な投資や、Ｄ＆Ｉ
推進、エンゲージメントの向上などを通じた
企業価値向上を図っていくことが求められる。
人事部門が、従来の延長線上のオペレーシ

ョンを中心とした業務を行っている場合に
は、社内からの価値創造やイノベーション創
出が劣後してしまう可能性もあるため、人事
部門が社内で「戦略部門」としての役割を担
うべく、人事部門自身の量的・質的な体制強
化を図っていく観点についてもＣＨＲＯの役
割の一部と言えよう。

（3）「人材ポートフォリオ」とは～定
義付けについて

「人材版伊藤レポート」においては、「動的
な人材ポートフォリオの構築」の必要性につ
いて力説されているところであるが、人事部
門や経営企画部門の経験が少ない方にとって
は、「人材ポートフォリオ」という言葉や概念
に関して、漠然としたイメージ程度の知見を
有する方が大半ではないかと推測する。そこ
で「人材ポートフォリオ」に関する一般的な
定義等について整理しておきたい。
残念ながら、同レポート上に「人材ポート

フォリオ」に関する明確な定義を記載してい
る箇所は存在しない。また、人事の実務にお
いて「人材ポートフォリオ」をどう定義付け、
構造化・仕組化し、体系的に管理のフレーム
ワークとして体制を整備し、適切に運用して
いくかについては、実のところ、各社の業種
別特性や規模、ビジネス環境、人員構成、国
内拠点のみかグローバル展開かなど、様々な
要素が複雑に作用しているため、各社におい
て捉え方は千差万別であると考えられる。よ
って、教科書的に「これが人材ポートフォリ

オのスタンダードだ」といったような整理は
難しい状況であると判断している。
当研究会では、上記を理由に片付けてしま
っては、利便性に支障が出る可能性を考慮し、
様々な文献等を調査したところ、日本総合研
究所「経営コラム オピニオン【人的資本経
営】」（注14）の論が最もフィット感があると
の結論に至った。
この資料から明確に読み取れることとして
は、人材ポートフォリオを構築し、As is –To 
beギャップを定量的に可視化し、なおかつ経
営戦略との連動性を確保しようとするなら
ば、人的資本の「数的」（人員数）の把握に
とどまらず、質的要素、特に、①保持してい
る（即戦力同等レベルの）スキル、②事業活
動から積み上げた経験（実務遂行能力）、③
将来的な「伸びしろ」を含むポテンシャル能
力、④個々人の得意・不得意、⑤向上心や貢
献意欲、⑥育成又はリスキル方針などが、上
記のマトリックスの中にどこまで精緻に反映
できるかに尽きると考えられる。
さらに、一概に「スキル」といっても様々
な要因が含まれることから、人材ポートフォ
リオに反映させるべき「スキル」の定義に関
しては、徹底的に整理し可視化することで、
人事担当者や人事評価実施者間のバラツキを
排除する仕組みの構築がポイントになること
が想定される。
これらの可視化が進展していけば、人材ポ
ートフォリオにおける一連の可視化のプロセ
スやAs is –To beギャップの定量把握・分析
についても、将来的にＡＩ等により代替でき
ると考えられるため、人事部門や経営企画部
門が、どこまで具体的かつ精緻に質的要素に
係る作り込みができるか、腕の見せ所といっ
た感がある。当然ながら、スキル定義の明確
化や質的要素の精緻化・可視化については、
タレントマネジメントの高度化にも密接に関
連するため、人事企画・人事運営上、極めて
重要性の高い項目であると言えよう。
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（4）「人的資本」に係る情報開示の義
務化等（図表１）
2022年11月より、有価証券報告書における

記載項目として、「人的資本」に係る開示義務
化が開始されている（注15）。昨今の経済社
会情勢の変化等に適応すべく、有価証券報告
書の非財務情報開示項目として、「サステナビ
リティ（持続可能性）」項目が新設されている。
具体的には、人的資本に関しては「人材育

成方針」・「社内環境整備方針」の２項目が、
多様性に関しては「男女間賃金格差」・「女性
管理職比率」・「男性育児休業取得率」の３項
目が記載項目として追加されている（いわゆ
る法定開示項目）。
有価証券報告書における上記のサステナビ

リティ関連の法定開示項目に関しては、各社
一律で開示するため、比較可能性が確保され
ている。ただし、一方で、「人材版伊藤レポー
ト2.0」の「３．企業文化への定着のための取
組（1）企業理念、企業の存在意義、企業文化
の定義 ②本取組の重要性」に記載されている
通り、同レポートでは、ステークホルダーと
の対話やアカウンタビリティの必要性を重視
していることから、法定開示項目に限定する

ことなく、自社の「人的資本経営」に係る実
践状況や、中長期的な目標・ＫＰＩ、経営ト
ップの人的資本に関する明確なコミットメン
ト等について、自社のＨＰ、ディスクロージ
ャー誌やＩＲ活動等の様々な機会を通じて、
積極的に情報発信していくことが望まれる。
また、2021年６月、コーポレートガバナン
ス・コードが改訂されている。同改訂の背景
としては、
①�　社会・経済環境変化が著しい中で、「持続
的成長」と「中長期的な企業価値向上」の
実現を目指し、各企業が諸問題に対してス
ピーディーに対応する必要があるため
②�　プライム市場上場企業において、従来の
ガバナンス水準よりも高水準のガバナンス
を目指して取り組むことが重要であると判
断されたため
とされており、具体的には、４つの補充原則
が追加（新設）されている。
ａ．取締役会の機能の発揮
ｂ�．企業の中核人材における多様性（ダイバ
ーシティ）の確保
ｃ．サステナビリティを巡る課題への取組
ｄ．上記以外の主な課題

有価証券報告書（法定）

非財務情報

サステナビリティ

コーポレート
ガバナンス

財務情報

サ
ス
テ
ナ
ビ
リ
テ
ィ

コ
ポ
レ
ト

ガ
バ
ナ
ン
ス

全般
 サステナビリティ情報の『記載欄』を新設

•「ガバナンス」と「リスク管理」は、全ての企業が開示
•「戦略」と「指標と目標」は、各企業が重要性を判断して開示

人的資本
 「人材育成方針」、「社内環境整備方針」を記載項目に追加
多様性
 「男女間賃金格差」、「女性管理職比率」、「男性育児休業取得率」
を記載項目に追加

取締役会の機能発揮
 「取締役会、指名委員会・報酬委員会の活動状況」の『記載欄』
を追加

新設

年次報告

充実

ー

ー

＜図表１＞ディスクロージャーワーキング・グループ報告の概要

出所：�金融審議会「ディスクロージャーワーキング・グループ報告－中長期的な企業価値向上につながる資本市場の構
築に向けて－」2022年６月13日
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上記のうち、「人的資本経営」に密接に関連
する事項としては、「ｂ．企業の中核人材にお
ける多様性（ダイバーシティ）の確保」が該
当すると考えられるため、追加的に記載する
と、企業の中核となる人材には、年齢や国籍、
性別を問わず多様性をもたせることが重要だ
とし、改訂されたコーポレートガバナンス・
コードでは、下記の３点が求められている。
・�管理職における多様性の確保（女性・外国
人・中途採用者の登用）についての考え方
と測定可能な自主目標を設定する

・�多様性の確保に向けた人材育成方針・社内
環境整備方針をその実施状況と合わせて公
表する

・�サステナビリティを巡る課題への取組とし
て、人的資本等への投資等について、自社
の経営戦略・経営課題との整合性を意識し
つつ分かりやすく具体的に情報を開示・提
供する
これらについて、同改訂の趣旨を反映しつ

つ近視眼的な対応にとどまらず、サステナビ
リティを強く意識し反映した対応並びに情報
開示が求められている状況となっている。本
件は有価証券報告書の法定開示項目とは異な
り、各社の自主性や向上意欲等の格差が顕著
に表れることが想定されることから、経営陣
自らの意識変化や社内環境整備、人材育成方針
と実施状況の開示を含め、取組強化と並行して
開示上の創意工夫が求められると考えている。

４．「人的資本経営」の取組・実
践状況監査での使用を想定し
た「監査プログラム（案）」の
提示

（1）監査プログラム案
当研究会にて取りまとめた「監査プログラ

ム（案）」については、文末に一部を掲載して
いる。「監査プログラム（案）」の全文は、日
本内部監査協会Webサイト「ＣＩＡフォーラ

ム」の「活動実績」のページ（https://www.
iiajapan.com/leg/kenkyu/forum/report.html）
に掲載しているのでご参照いただきたい。

（2）利用上の注意事項
前項（1）において、人的資本経営の取組・
実践状況に係る監査を実施することを想定し
た「監査プログラム（案）」を提示しているが、
当研究会として、当該プログラムを利用する
際に特にご留意いただきたい事項として以下
の点を力説しておきたい。

＜注意事項１＞
2022年５月に経済産業省から公表された

「人材版伊藤レポート2.0」中の「０．はじめ
に（3）今回のレポートの狙い」に「各企業
が、この報告書の中で挙げる全ての項目にチ
ェックリスト的に取り組むことを求めるもの
ではない。」と明記されている。当研究会も
同様の見解を有しており、前項において提示
したすべての項目を「チェックリスト的に」
検証対象とすることを想定していない点に十
分に留意願いたい。むしろ半ば機械的に「で
きている・いない」の評価に注力することは、
本件監査の本来の趣旨から鑑みても意味はな
く、副作用として、本件監査に付随して生じ
る付加価値や生産性の発現を阻害してしまう
ことが考えられるため、十分に留意いただき
たい点である。
網羅性確保の観点からは、可能な限り多く
の項目の検証に着手していくことも考えられ
るが、一方で、各企業の置かれたビジネス環
境やガバナンス態勢、組織構造や人事運営の
実践方法は、各社各様に異なっているため、
自社の諸事情に応じて、柔軟に検証対象項目
を取捨選択していただいた方が合理的であろ
うと考えている。
むしろ、多数の項目について検証すること
が「目的化」してしまい、かえって、我々３
線の最大の責務である「監査活動を通じて諸
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課題に対する改善を促していく」といった目
的に対して、主要な論点が曖昧になってしま
う弊害等を生じることも懸念されるため、当
監査を行うに当たっても、リスクアプローチ
的な論点整理や、重点監査項目的なターゲッ
トとなる主要項目の特定化をあらかじめ行っ
ておくなど、一定程度のメリハリのある監査
の実践についても事前準備の段階において考
慮に入れていただきたい。
また、自社の他の監査実施結果、例えば「企

業風土」に係る監査であるとか、「経営管理態勢」
や「経営戦略」に関する監査等において、既に
検証済みである可能性があり、その際には、当
該監査結果を活用・代用することにより効率的
な監査運営を行っていくことも検討願いたい。

＜注意事項２＞
注意事項１にも関連するが、前述の通り、

「監査プログラム（案）」として当研究会から
ご提示させていただいた検証項目について
は、チェックリスト的に利用する意図におい
て、必ずしも全項目を検証していただく必要
はない旨を説明してきたが、一方で、以下の
観点にもご留意願いたい。
当研究会内における検討過程においても議

論となったのは、果たして内部監査部門が、
このような高いレベルの経営陣の意思決定や
判断等に関する、検証・評価を行うことがで
きるのであろうか、また、十分な客観的資料
を入手し分析して、的確な評価を行うための
実効性を伴った監査を行うに足る十分な知見
やノウハウ、監査資源が内部監査部門に具備
されていないのではないかとの懸念があった。
そのため、当研究会では、上記に対する結

論として、
①�　主に客観性を担保する目的から「人材版
伊藤レポート」に準拠した検証項目と建て
付けを堅持する

②�　検証項目の単なる羅列では、当該「監査
プログラム（案）」利用者が適切性判断に

困惑する問題が解消できないため、ユーザ
ーの利便性を最大限考慮し、全検証項目ご
とに基本的に４段階に区分し、極力具体的
に何ができていれば（逆に何ができていな
ければ）〇〇ランク相当として評価すると
いったレベル感を評価者の「使い勝手」の
視点に配慮し、検証項目ごとにそれぞれブ
レークダウンしていく
③�　参照する（＝被監査部署から提示を求め
る）エビデンス類を極力具体的に記載する
④�　検証するに当たっての留意事項やポイン
ト等を検証項目ごとに付与する
こととした。
これらに取り組んだことにより、そもそも
監査のテーマとして取り組むにはハードルが
高過ぎて、何から着手したら良いのか分から
ないといった問題に対して相当程度お応えす
ることができる内容に近付けた、少なくとも
一部の項目をそのまま活用していただくこと
ができるのではないかと判断している。
したがって、監査資源上の制約や被監査部
署の理解・協力などから、ハードルが高いこ
とは承知のうえで、敢えて本件のような難し
いテーマに挑戦するといったスタンスで臨ん
でいただきたいと考えている。
とりわけ、本件の検証範囲に含まれる経営
陣や取締役会等に関する評価など、過去監査
実施経験や実績等がない領域であり、実態と
して検証不可能と思われる場合でも、必要な
エビデンス類の入手やヒアリング等を通じ
て、検証の一部にトライすることだけでも有
意義であり、間接的にでも検証・評価に近付
けていくといった、可能な限り挑戦する姿勢
を大切にして欲しいとの意図を織り込んでい
る点にも留意願いたい。

＜注意事項３＞
前述の通り、本件「監査プログラム（案）」
については、小項目ごとに４段階評価を行う
としているが、前提として評価基準を明確に
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しておく必要がある。
当研究会においても評価基準の設定に関す

る様々な議論を行ったが結論としては図表２
の通りとした。
図表２のように、上２段階が「合格」、特に、

最上位の第４段階については、「人材版伊藤レ
ポート」の要求水準を十分に満たしていると
評価できるもの。第３段階は、「満点」のレベ
ルには達していないものの全体として特段重
大な問題はなく、合格水準にあるものとして
規定している。
一方で、第２段階以下は「不合格」と位置

付けており、第２段階については、明らかな
要改善事項が認められ、「人材版伊藤レポー
ト」が要求する様々な機能発揮の点において、
十分にワークしていないと判断できるものを
指し、第１段階に至っては、整備面ではほぼ
未整備か「人材版伊藤レポート」が掲げる趣
旨や目的を十分に（又は全く）反映していな
い、運用面では、仮に体制整備がなされてい
たとしても、機能していない（極めて外形的・
表面的な運用にとどまるに過ぎない場合を含
む）ケースが該当するといった明確な評価基

準の下で、評価を行うこととした。
ただし、当研究会が提示した「評価基準」
は、絶対的基準として確立されたものではな
く、利用者の利便性を考慮したうえで設定し
たものであるため、検証項目の選定同様に、
各社の判断において、適宜、変更・修正して
いただきたい。
なお、「人材版伊藤レポート」に掲げられた
方法等と比較して必ずしも直接的な準拠性や
関連性が見られないが、各企業における創意
工夫等により、実態として、各企業の経営環
境や社内実情等に合致した施策を実施するこ
とによって、整備・運用の両面において「人
材版伊藤レポート」が提唱している方法等と
同程度の実効性が認められるケースが想定さ
れる。その場合は、合格水準にあるものとし
て評価して良いと考えられる。

＜注意事項４＞
前述の通り、当研究会より提示する「監査
プログラム（案）」については、基本的に「人
材版伊藤レポート2.0」の項目に準拠しつつ、
当方のオリジナル項目を追加して策定してい

＜図表２＞評価基準
（主として「人材版伊藤レポート」への準拠性等を検証する場合）※４段階評価

合否水準 整備状況 運用状況

合
格
水
準

４段階
（「人材版伊藤レポート」が求める）十分な体制を整備
済であり、特段問題点が認められない

（「人材版伊藤レポート」が求める）十分な運用が（継
続的・持続的に）行われており、特段問題点が認めら
れない

３段階

一部において、「人材版伊藤レポート」同等の整備面で
の水準に達していないなど課題が認められるものの、
影響は軽微であり、重大な問題点が認められない（今
後の改善の方向性が明確であり、自律的な改善が期待
される場合を含む）

一部に課題が見られるものの、整備済の体制等の下、
おおむね適切な運用状況を維持しており、重大な問題
点が認められない（今後の改善の方向性が明確であり、
自律的な改善が期待される場合を含む）

不
合
格
水
準

２段階
（「人材版伊藤レポート」が求める）体制整備について、
一部に軽微ではない問題点が認められ、現状のままでは
各種施策の有効性・実効性を確保することが困難である

一部の重要性がある事項について、整備済の体制等に準
拠した適切性を伴った運用がなされておらず、軽微では
ない問題点が認められ、速やかな改善が必要な状況

１段階

体制整備に関して、重大な問題点が認められる状況で
あり、所管部署による自律的改善が期待できない（改
善に向けた検討に未着手、あるいは検討途上にあるが
内容が著しく不十分な状況）

運用面において、重大な問題点が認められ、有効性・
実効性に著しい不備が見られており、直ちに改善が必
要な状況。又は、整備面に遡った抜本的な改善を行う
必要性が認められる

※筆者作成
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る。ただし、大項目「９．人的資本開示に係
る開示プロセスに係る取組状況」（通番9-1か
ら通番9-25）については、基本的に「人的資
本可視化指針」におおむね準拠する形で策定
していることに留意願いたい。そのため、大
項目９に限っては、大項目１から８までとは
異なり、「チェックリスト」的に活用していた
だいても構わないと判断している。

＜注意事項５＞
当研究会から提示する「監査プログラム

（案）」については、基本的に「人材版伊藤レ
ポート2.0」に掲げられた項目について、網
羅性や準拠性の観点も重視しつつ、可能な限
り反映させている。
ただし、一部項目、主に「本取組を進める

上で有効な工夫」として掲げられている事項
については、明らかに内部監査になじまない
項目である、又は、現時点では実現可能性が
十分でないような事例が含まれていると考え
られたため、当研究会で議論した結果、結論
として、当該項目については、利便性確保を
優先した際に、成果物としては除外すること
が適切と判断した項目がある点に留意願いた
い。したがって、あくまで「人材版伊藤レポ
ート2.0」との準拠性を優先したい場合には、
大変恐縮ながら、利用者の判断により適宜、

追加して対応いただきたい。

（3）内部監査部門の担当役員が社長
等の場合における監査方法
日本では図表３の通り内部監査部門は社長
等の執行側役員に直属しているケースが圧倒
的に多い。アメリカ型の企業統治を目指した
現在の指名委員会等設置会社に相当する制
度（委員会等設置会社）は2003年４月に施行
されたが、20年近く経過した2022年初時点
でも内部監査部門が監査委員会に直属してい
るのは４社（10.3%）、執行側と監査委員会の
両方に直属しているのを含めても６社（15.4
％）に過ぎない状況となっている。前者の場
合、取締役会や担当役員への内部監査につい
ては、一般的に独立性と客観性が担保されて
いるとは言えないために、通常は行われない。
しかしながら、本件「監査プログラム（案）」
には監査対象が取締役会や最高経営責任者
（ＣＥＯ）等の経営陣となっている項目が少
なからず設定されており、それらの多くはキ
ーとなる重要性の高い監査項目であるので、
それらを除いて監査した場合には、特に、実
効性の観点から、経営陣に対して有用かつ適
切な提言ができるような成果が得られない恐
れがある点に留意する必要がある。
この問題を解決する方法を当研究会で検討

＜図表３＞内部監査部門の組織上の位置付け

機関設計
監査役（会）
設置会社

指名委員会等
設置会社

監査等委員会
設置会社

対象の日本監査役協会会員数 6,009社 78社 1,144社

有効回答数 3,359社 39社 699社

内部監査部門有り 2,945社 37社 696社

内部監査部門は執行側役員に直属 2,794社 31社 599社

　そのうち社長に直属 2,258社 26社 562社

内部監査部門は取締役会に直属 82社 0社 24社

内部監査部門は同監査役会等に直属 2社 4社 44社

※�日本監査役協会「役員等の構成の変化などに関する第22回インターネット・アンケート集計結果」（注16）を基に筆
者作成
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したが、結論としては、各社の監査役・監査
委員・監査等委員との連携に尽きると考えて
いる。すなわち、監査役等と緊密に協働しな
がら本件「監査プログラム（案）」をベース
に監査項目を選定した後、両者で分担して監
査を行い、双方の監査結果を共有することに
より、内部監査部門としての適切な監査意見
や提言を形成することができるであろう。

（4）中堅・中小企業への応用を想定
した活用方法
当研究会において複数回にわたって議論に

上がっていた点としては、「人材版伊藤レポー
ト」に関しては、特に同レポート2.0におけ
る事例紹介において、東証プライム市場上場
企業が中心となっており、実際のところ上場
企業と同等かそれに近い企業のみのごく狭い
範囲の内部監査部門しか利活用することがで
きないのではないかという論点が存在した。
「人材版伊藤レポート」の公表に至った意
図とすれば、一部であれ、企業に実践事例や
一定水準の「ゴール」や「目指すべき姿」を
具体的に提示することで、これに追随する、
又は、さらにそれを超えようとする企業をで
きるだけ多く創出する、あるいは、日本企業
全体の人的資本経営に係る底上げを図る等の
目的があったと考えられる。
これらを踏まえれば、中堅・中小企業であ

っても、「人材版伊藤レポート」の趣旨・目的
等を勘案しつつ、仮にその一部であっても、
内部監査部門において、定期的な検証項目に
加えていくといった手法が考えられる。
具体的には、大項目１の「経営戦略と人材

戦略を連動させる取組み」に関しては、当研
究会では「人材版伊藤レポート」における「一
丁目一番地」的な最重要項目と捉えているが、
そのうち、例えば、
①�　通番１-１から１-11までに列挙している
ような「ＣＨＲＯ」の役割を代替的に担う
ような立場の存在の有無、仮に存在してい

る場合は、その機能面について、当「監査
プログラム（案）」を参照しつつ、整然か
つ客観的な評価を行っていく
②�　通番１-12に記載しているような「経営
幹部が全社的な人材をコストではなく経営
資本として把握するための取組等」に関し
ては、これは決して大企業に限った話では
なく、会社の規模等にかかわらず共通した
課題・問題点と定義できると考えており、
ぜひ、本件は検証範囲とすべき
③�　通番１-16に記載している「各施策がど
れほど、どこまで進捗し実効性を確保して
いるかを確認するためのモニタリングする
活動」に関しては、「モニタリング」とのワ
ーディングには抵抗感がある可能性はある
ものの、言い換えれば、例えば、「行ったは
良いが振り返りや効果検証がない」「成り
行き管理中心で高度化や改善を図る仕組み
がない、あっても形式的又は形骸化してい
る」などの課題・問題点に関しては大企業
に限らず発生する可能性の高い考慮すべき
点であり、その人的資本版だと捉えて、ぜひ、
検証項目としてトライしていただきたい
④�　通番１-17から1-21までに列挙した「非
正規社員」に関連する事項に関しては、む
しろ企業規模の小さい会社こそ切実な問題
となる可能性がある分野と考えており、主
語（ＣＨＲＯは…）を各社の実情に併せて
適宜読み替えていただき、深掘りして検証
していただくことが望ましいと考えられる
⑤�　通番2-1、2-2に関しては、外形上、教科
書的な記載として見えてしまっている感が
あるものの、As isをしっかりとした現状認
識、とりわけ、会社や組織にとって「不都
合な真実」を正確かつ客観的に把握・分析
できているかの観点、一方、To beとして、
現状認識を踏まえ目指すべき目標・ゴール
を設定し、その実現のため、誰が（責任・
権限の明確化）、何を（主要タスクの設定）、
いつまでに（対応期限の設定）、どこまで
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（対応の深度の設定）行うかについて、明
確にしている一連のプロセスに関しても、
特段大企業に限った話ではないため、これ
を人的資本経営といった切り口から検証し
ていくことは十分に可能と考えられる

⑥�　大項目３については、通番3-3を除き、
社員１人ひとりが、自社の経営理念等を理
解し、日々の業務の中で経営理念等を実践
していくという観点においては、どの企業
においても共通する課題であると考えられ
るため、こちらも一部の主語（ＣＨＲＯな
ど）を各社の実情に応じて適宜読み替える
ことにより、検証する意義は高いと判断し
ている

⑦�　大項目５の「Ｄ＆Ｉ」に関する事項につ
いては、規模や職種により一部になじまな
い点があると想定されるが、これを女性社
員の活躍の場を広げる、あるいは、外国人
労働者にも単純作業の担い手としてではな
く同じ会社の一員として、人的資本経営の
観点から、自社としてのＤ＆Ｉをきれいご
とではなく、どのように実践的に推進して
いくかという点を中心に検証していくこと
が肝要との認識である
さらに、上記のうち、監査役設置会社の場

合における活用方法等としては以下の通りで
ある。
前述の通り、「人材版伊藤レポート」におい

ては、企業規模としては比較的大きく、ガバ
ナンス体制についてもおおむね「指名委員会
等設置会社」のような組織体を有する企業が、
さらなる高みを目指しグローバルな競争力を
より強固なものとすべく創意工夫のうえ人的
資本経営に関する改革・改善の歩みを進めて
いき、それらの先進的な企業群の実例を参考
にしつつ、他者も追随して同様の動きを加速
化させていく、といった意図を強く感じると
ころである。
しかしながら、国内における多数の企業に

おいては、未だ社外取締役の招聘に至らない

企業が大半であり、かつ「指名委員会等設置
会社」を実現している企業の方が少数派とい
うのが現実であり、過半は従来の監査役（あ
るいは監査役会）設置会社のままであるとの
認識である。
一方で、当研究会の成果物の利活用につい
ては、前述の通り、より多くの企業の内部監
査部門において幅広く活用していただくこと
を想定している。
したがって、「人材版伊藤レポート」の趣旨
や狙い等を最大限尊重しつつ、監査役（ある
いは監査役会）設置会社において、当該監査
を行おうとした際に、どのような活用方法が
有用かを考察していきたい。
失礼な言い方かもしれないことを承知のう
えで申し上げれば、比較的規模の小さい企業
における内部監査部門は、部長以下数名（２
～３名）程度で構成されているケースが多
く、年間監査計画もおおむね業務監査が中心
と推測される。そのような環境下において、
このように「経営監査」的な重要性の高いテ
ーマを積極的に取り扱いたいと志向した場合
には、おそらく監査資源（特に質的な）の問
題に直面することが想定される。そこで、監
査資源の制約から経営監査実施を断念するこ
となく、どうすればこの問題を克服できるか、
その点に関して当研究会から提言させていた
だく。
我が国のコーポレートガバナンス・コード
では、以下の点について明確に規定されてい
る（太字は筆者による）。

【原則４－３．取締役会の役割・責務（3）】
─補充原則４－３④
　「内部統制や先を見越した全社的リスク管
理体制の整備は、適切なコンプライアンスの
確保とリスクテイクの裏付けとなり得るもの
であり、取締役会はグループ全体を含めたこ
れらの体制を適切に構築し、内部監査部門を
活用しつつ、その運用状況を監督すべきであ
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る。」
【原則４－13．情報入手と支援体制】─補充
原則４－13③
　「上場会社は、取締役会及び監査役会の機
能発揮に向け、内部監査部門がこれらに対し
ても適切に直接報告を行う仕組みを構築する
こと等により、内部監査部門と取締役・監査
役との連携を確保すべきである。また、上場
会社は、例えば、社外取締役・社外監査役の
指示を受けて会社の情報を適確に提供できる
よう社内との連絡・調整にあたる者の選任な
ど、社外取締役や社外監査役に必要な情報を
適確に提供するための工夫を行うべきであ
る。」

コーポレートガバナンス・コードは上場企
業が対象となっているが、会社法では取締役
会や監査役・監査役会は同法が求める常設の
組織体であるため、会社の規模や総資産、時
価総額等の相違はあったとしても、同コード
の趣旨や狙い等については、すべての会社に
おいて準用することが可能であると言えよ
う。これを応用するならば、「人的資本経営
の実践状況」といった非常に重要なテーマの
実施に当たって、自社内の監査資源が不足す
るといった問題に関しては、取締役会や監査
役・監査役会が積極的にサポートする必要が
あると考えられる。
具体的には、例えば、ＣＥＯ・ＣＨＲＯ等

の経営陣に対する監査項目については、監査
役が代替的に検証を行い、それを内部監査部
門が活用させていただく、といったような両
者の緊密な連携方法が有用と考えられる。又
は、「人材版伊藤レポート」記載項目から、自
社にとって緊急性や重要性が高いと判断され
る項目をチョイスし、当該項目から優先的に
監査を実施し、場合によっては複数年にわた
る中期計画で臨む旨をあらかじめ監査役・監
査役会と合意しておく、といった手法につい
ても連携方法の一部と言えよう。

５．おわりに

最後に「人的資本経営」に関する内部監査
部門の役割について整理しておきたい。
今回提示した「監査プログラム（案）」に
ついては、当研究会としては、可能な限り幅
広い内部監査部門において、全項目の利活用
に限定せず、仮に一部であっても積極的に活
用していただきたいと考えている。ただし、
日常的な監査活動の中で、人事部門を主な被
監査部署に設定する、又は、ＣＥＯ・ＣＨＲ
Ｏ等の経営陣を監査項目に据えるといったよ
うなことは、ケースとしては未だ少ないので
はないかと推察される。この点については、
当研究会メンバーからも監査実施の実効性に
関して問題視する意見があった。そこで、「人
的資本経営」に関する内部監査を実施する意
義について考察してみたい。
参考にしたものとしては、2019年６月に金
融庁が公表した「金融機関の内部監査の高度
化に向けた現状と課題」と題するレポートで
ある（注17）。同レポートは金融機関を対象
としているものの、その趣旨や狙いについて
は内部監査人協会（ＩＩＡ）「グローバル内
部監査基準」とおおむね同等であると考えら
れることから、同レポートに掲げられている
内部監査の高度化に係る基本的な考え方を参
照することとした。
このレポートでは、内部監査の成熟度を４
段階で表示し、段階ごとに求められる内部監
査機能を明示することにより、高度化の道筋
を示している。なお、「４段階」については以
下の通りである。
・第一段階（Ver.1.0）：事務不備監査
　�事務不備、規程違反等の発見を通じた営業
店への牽制機能の発揮
・第二段階（Ver.2.0）：リスクベース監査
　�リスクアセスメントに基づき、高リスク領
域の業務プロセスに対する問題を提起
・第三段階（Ver.3.0）：経営監査
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　�内外の環境変化等に対応した経営に資する
保証を提供

・�第四段階（Ver.4.0）：信頼されるアドバイ
ザー

　�保証やそれに伴う課題解決にとどまらず、
経営戦略に資する助言を提供
特に第三段階（Ver.3.0）以上では、内部監

査は経営陣に対し、ビジネスモデルやガバナ
ンスの有効性・妥当性といった、組織全体に
関わる問題についても保証を提供することが
求められている。これにともない内部監査の
位置付けやフォーカス領域は、より経営目線
となる必要がある。
第三段階以上におけるフォーカス領域につ

いては、例えば、以下のような事項が考えら
れる。
・�ビジネスモデルやガバナンスに係る問題の
根本原因の追究

・経営戦略の遂行状況
・�実質的に良好な金融サービスが提供されて
いるか

・�経営環境の変化や収益・リスク・自己資本
のバランス
さらに、第四段階（Ver.4.0）に向けては、

複雑さが増す昨今の経営環境を背景に、保証
や課題解決にとどまらない役割の発揮が内
部監査に期待されている。しかし、第四段階
（Ver.4.0）で示された「信頼されるアドバイ
ザー」を目指すうえで、例えば、以下の点に
留意する必要がある。
・�経営監査の基本として、戦略課題・経営課
題へのリーチが重要

・�戦略課題・経営課題が変わればフォーカス
領域は変わりうる

・�独立性を維持した状態で経営の意思決定に
対する提言機能を強化する

・�内部監査態勢の高度化は、内部監査部門の
みでは達成できない
以上、前述の「成熟度モデル」を今般の「人

的資本経営の実践状況を監査する」というテ

ーマに照らし合わせた場合、「第三段階」又
は、「第四段階」といった高いレベルに該当す
ると考えられる。具体的には、「監査プログラ
ム（案）」を利用した監査を行った場合、「人
材版伊藤レポート」が求めるところの達成水
準がある程度明確になり、自社の経営戦略や
人材戦略等においてキャッチアップを図るべ
き点を特定することができることから、少な
くとも「第三段階」レベルの監査は実施可能
と考える。さらに、各項目の評価結果に基づ
き、真因分析を行って、例えば、①なぜでき
ていないのか、②（「人材版伊藤レポート」
の要求水準に対して）どの程度のギャップが
存在するのか、③同ギャップを解消するには
どのような手段・手法が考察できるか、など
がある程度、論理的・客観的に整理でき、実
効性を伴った提言が行えることができたなら
ば、最上位の「第四段階」に到達することが
できるであろう。
我々内部監査部門もビジネス環境の変化に
応じて常に高度化を図る必要性については、
日頃の監査活動等を通じ、特に公認内部監査
人（ＣＩＡ）資格保持者は強く意識されてい
ると推察される。よって、「第四段階」への高
度化に向けた挑戦については、我々「３線」
本来のミッションを果たすうえでも、重要性
がありかつ有意義であると考えられることか
ら、経営陣・人事部門への評価という点に臆
することなく、３線としての独立性・客観性
を保持しながら、ぜひ、当該監査実施に果敢
に挑戦していただきたいというのが当研究会
からのメッセージである。

（注１）経済産業省「持続的な企業価値の向上と

人的資本に関する研究会報告書～人材版伊藤

レポート～」2020年９月

（注２）経済産業省「人的資本経営の実現に向け

た検討会報告書～人材版伊藤レポート2.0 ～」

2022年５月

（注３）野村総合研究所「用語解説＜人的資本＞」
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https://www.nri.com/jp/knowledge/glossary/

lst/sa/human_capital

（注４）内閣官房「人的資本可視化指針」2022年

８月

（注５）経済産業省「人的資本経営～人材の価

値を最大限に引き出す～」https://www.meti.

go.jp/policy/economy/jinteki_shihon/index.

html

（注６）内閣官房「付録③参考資料集」2022年８

月

（注７）金融庁「企業内容等の開示に関する内閣

府令等改正の解説」2023年５月

（注８）東京証券取引所「コーポレートガバナン

ス・コード～会社の持続的な成長と中長期的

な企業価値の向上のために～」2021年６月

（注９）ビジネスと人権に関する行動計画に係る

関係府省庁連絡会議「『ビジネスと人権』に関

する行動計画（2020-2025）」2020年10月

（注10）ビジネスと人権に関する行動計画の実施

に係る関係府省庁施策推進・連絡会議 「責任あ

るサプライチェーン等における人権尊重のた

めのガイドライン」2022年９月

（注11）日本経済新聞「EU、上場企業に女性取締

役の登用義務　全体の33%以上」2022年６月８

日、https://www.nikkei.com/article/DGXZQO 

GR080580Y2A600C2000000/

（注12）内閣府「女性活躍・男女共同参画の重点

方針2023（女性版 骨太の方針2023）」2023年

６月

（注13）日本総合研究所「人的資本経営概論～

経営戦略と人材戦略の連動～」2022年６月

14日、https://www.jri.co.jp/column/opinion/

detail/13500/ 

（注14）注13と同「人的資本経営概論～動的な人

材ポートフォリオの構築～」2022年11月７日、

https://www.jri.co.jp/column/opinion/detail/ 

13787/

（注15）金融庁「『企業内容等の開示に関する内

閣府令』等の改正案の公表について」2022年

11月

（注16）日本監査役協会「第22回インターネット・

アンケート集計結果（役員等の構成の変化な

ど）」2022年５月18日、https://www.kansa.or.jp/ 

support/library/post-2813/

（注17）金融庁「金融機関の内部監査の高度化に

向けた現状と課題」2019年６月

＜�ＣＩＡフォーラム研究会No.ｅ27（「人的資本経営」の取組・実践状況に係る監査実施を目指す研究

会）メンバー＞� （五十音順・敬称略）

岡 ゆみ、河澄 利晴、小関 清久、謝名 健一郎、武田 正憲、中川 哲央、林 千恵子、原間 登、
福島 一嘉、守田 一徳、安本 雅一（座長）、米本 薫、渡辺 訓弘

� （メンバーの氏名は、2024年12月現在）
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＜
監
査
プ
ロ
グ
ラ
ム
（
案
）
＞
１
．
経
営
戦
略
と
人
材
戦
略
を
連
動
さ
せ
る
取
組
み
（
一
部
抜
粋
）

通
番

項
目

検
証
項
目

検
証
上
の
ポ
イ
ン
ト

評
価
（
4段
階
）

評
価
の
根
拠
・
事
実
認
識

（
コ
メ
ン
ト
例
）

関
連
す
る
資
料
等

（
エ
ビ
デ
ン
ス
例
）

留
意
点
・
そ
の
他

大
項
目

中
項
目

＜
１

＞
経

営
戦

略
と

人
材

戦
略

を
連

動
さ

せ
る

取
組

み

（
１

）
C

H
R

O
の

設
置

及
び

C
H

R
O

を
機

能
さ

せ
る

た
め

の
基

盤
整

備
と

そ
の

運
用

1-
1

①
�C

H
R

O
設

置
又

は
C

H
R

O
と

同
等

の
役

割
が

代
替

で
き

る
職

務
の

設
置

【
整

備
状

況
の

評
価

】
C

E
O

は
、

独
自

の
「

人
材

戦
略

」
を

立
案

し
、

取
締

役
や

C
E

O
等

の
経

営
陣

と
間

で
の

継
続

的
な

協
議

を
経

て
、

経
営

戦
略

と
人

材
戦

略
と

の
連

動
性

確
保

を
制

度
的

に
行

う
た

め
、

社
内

に
C

H
R

O
を

設
置

し
て

い
る

か
。

（
※

役
職

名
と

し
て

の
C

H
R

O
を

用
い

て
い

な
い

も
の

の
、

C
H

R
O

と
同

等
の

機
能

や
役

割
を

果
た

し
て

い
る

と
認

め
ら

れ
る

場
合

を
含

む
）

4

C
H

R
O

設
置

済
か

、
C

H
R

O
は

選
任

さ
れ

て
い

な
い

が
そ

の
役

割
が

代
替

で
き

る
職

務
が

設
置

さ
れ

て
い

る
。（

例
え

ば
、

人
事

部
門

長
等

が
機

能
面

に
お

い
て

C
H

R
O

の
役

割
を

代
替

し
て

い
る

）

（
例

：
評

価
「

４
」

の
評

価
事

例
）

当
社

に
お

い
て

は
特

段
C

H
R

O
を

設
置

し
て

い
な

い
が

､「
職

務
権

限
規

程
」

○
章

○
条

に
お

い
て

､
人

事
部

門
長

の
職

務
権

限
と

し
て

､
グ

ル
ー

プ
内

の
人

材
戦

略
の

企
画

・
立

案
を

行
う

旨
が

明
定

さ
れ

て
い

る
こ

と
か

ら
、

実
質

的
に

同
部

門
長

が
C

H
R

O
の

機
能

を
代

替
し

て
い

る
と

判
断

す
る

。
ま

た
、

人
事

部
門

長
が

人
材

戦
略

の
企

画
・

立
案

の
責

任
者

で
あ

る
旨

が
統

合
報

告
書

・
有

価
証

券
報

告
書

・
IR

資
料

等
の

対
外

的
開

示
さ

れ
て

い
る

書
類

等
に

明
示

さ
れ

て
い

る
。

・
�取

締
役

会
資

料
及

び
同

議
事

録
・

�経
営

会
議

資
料

及
び

同
議

事
録

・
�職

務
権

限
規

程
、

役
員

権
限

規
程

・
�統

合
報

告
書

、
有

価
証

券
報

告
書

、
IR

資
料

・
�コ

ー
ポ

レ
ー

ト
・

ガ
バ

ナ
ン

ス
に

関
す

る
報

告
書

・
�一

般
社

団
法

人
日

本
C

H
R

O
協

会
に

よ
れ

ば
｢C

H
R

O
(最

高
人

財
責

任
者

)は
､

イ
ノ

ベ
ー

シ
ョ

ン
を

創
出

す
る

た
め

の
柔

軟
な

組
織

や
人

財
の

仕
組

み
を

つ
く

り
上

げ
て

い
く

経
営

者
で

､
C

E
O

(最
高

経
営

責
任

者
)の

パ
ー

ト
ナ

ー
と

な
る

存
在

｣
と

し
て

い
る

｡（
同

協
会

H
P

よ
り

）
・

�｢人
材

版
伊

藤
レ

ポ
ー

ト
｣

(同
2.

0
を

含
む

)に
お

い
て

は
､

経
営

戦
略

と
人

材
戦

略
と

の
連

動
性

確
保

の
必

要
性

が
強

調
さ

れ
て

お
り

、
仮

に
自

社
で

人
材

戦
略

を
有

し
て

い
た

と
し

て
も

経
営

戦
略

と
の

連
動

性
を

確
保

す
る

た
め

の
C

H
R

O
設

置
を

含
む

制
度

的
な

措
置

が
認

め
ら

れ
な

い
場

合
は

｢２
｣

ま
た

は
｢１

｣
と

評
価

す
る

3

C
H

R
O

と
し

て
は

選
任

さ
れ

て
い

な
い

が
、

現
行

制
度

に
お

い
て

、
人

事
部

門
長

が
「

人
材

戦
略

」
の

企
画

・
立

案
を

含
む

実
質

的
に

C
H

R
O

の
果

た
す

べ
き

責
務

の
一

部
を

代
替

す
る

建
て

付
け

と
な

っ
て

い
る

。

2

C
H

R
O

設
置

を
検

討
中

で
あ

る
が

未
実

現
。

ま
た

、
人

事
部

門
長

は
従

来
の

人
事

上
の

関
連

施
策

等
を

遂
行

す
る

責
務

を
負

う
に

止
ま

っ
て

お
り

、
経

営
戦

略
と

人
材

戦
略

と
の

連
動

性
確

保
を

図
る

役
割

を
担

う
役

割
を

担
う

建
付

け
と

し
て

整
備

さ
れ

て
い

な
い

。

1
C

H
R

O
設

置
は

検
討

さ
れ

て
い

な
い

。
ま

た
は

、
当

面
の

間
C

H
R

O
設

置
の

予
定

も
な

く
、

代
替

的
な

措
置

も
検

討
さ

れ
て

い
な

い
。

1-
2

同
上

【
整

備
・

運
用

状
況

の
評

価
】

C
H

R
O

（
ま

た
は

そ
れ

に
準

ず
る

者
）

は
、

経
営

陣
と

の
協

議
を

経
て

、
経

営
計

画
と

の
連

動
性

を
備

え
た

人
材

戦
略

を
立

案
す

べ
く

必
要

な
人

材
（

ス
タ

ッ
フ

）
を

確
保

し
た

う
え

で
、

人
材

戦
略

等
を

企
画

・
立

案
し

て
い

る
か

。

4

C
H

R
O

の
活

動
を

支
援

・
サ

ポ
ー

ト
す

る
に

足
る

常
駐

の
専

担
ス

タ
ッ

フ
が

複
数

名
確

保
さ

れ
、

C
H

R
O

の
指

示
等

に
基

づ
き

、
経

営
戦

略
と

連
動

し
た

人
材

戦
略

を
立

案
し

て
い

る
。

（
例

：
評

価
「

3」
の

評
価

事
例

）
人

事
部

門
に

は
、

人
事

企
画

の
専

門
性

を
有

す
る

者
○

名
が

配
属

さ
れ

て
お

り
、

C
H

R
O

の
指

揮
・

指
示

に
よ

り
、

グ
ル

ー
プ

全
体

の
人

材
戦

略
が

企
画

・
立

案
さ

れ
て

い
る

。
当

該
人

材
戦

略
の

企
画

・
立

案
に

あ
た

っ
て

は
、

人
事

部
門

と
経

営
企

画
部

門
が

定
期

的
に

ミ
ー

テ
ィ

ン
グ

を
行

っ
て

摺
り

合
わ

せ
を

実
施

す
る

な
ど

緊
密

に
連

携
し

て
お

り
、

相
互

に
経

営
戦

略
と

人
材

戦
略

と
の

連
動

性
が

十
分

に
確

保
さ

れ
て

い
る

こ
と

を
確

認
し

て
い

る
。

ま
た

、
必

要
に

応
じ

て
、

C
H

R
O

は
、

取
締

役
会

及
び

経
営

会
議

に
対

し
て

、
人

材
戦

略
に

係
る

検
討

状
況

や
課

題
・

問
題

点
等

の
存

在
に

つ
い

て
報

告
し

て
い

る
。

・
�取

締
役

会
資

料
及

び
同

議
事

録
・

�経
営

会
議

資
料

及
び

同
議

事
録

・
�人

事
部

門
組

織
体

制
図

・
�経

営
企

画
部

門
、

人
事

部
門

間
の

ミ
ー

テ
ィ

ン
グ

記
録

・
�人

事
部

門
内

に
人

材
戦

略
の

企
画

・
立

案
に

必
要

な
ス

タ
ッ

フ
が

十
分

に
確

保
で

き
な

い
場

合
で

も
、

例
え

ば
経

営
企

画
部

門
内

に
人

事
部

門
に

代
わ

っ
て

C
H

R
O

を
サ

ポ
ー

ト
す

る
だ

け
の

十
分

な
態

勢
が

あ
る

と
認

め
ら

れ
る

場
合

は
「

3」
と

評
価

す
る

。
3

C
H

R
O

直
属

の
専

担
ス

タ
ッ

フ
は

確
保

で
き

て
い

な
い

が
､

人
事

部
門

部
門

内
に

人
材

戦
略

を
立

案
す

る
だ

け
の

専
門

性
を

有
す

る
人

材
が

既
に

確
保

さ
れ

て
お

り
､

C
H

R
O

の
指

揮
の

下
で

経
営

戦
略

と
の

連
動

性
を

確
保

し
た

人
材

戦
略

を
立

案
し

て
い

る
。

2

C
H

R
O

を
サ

ポ
ー

ト
す

る
だ

け
の

人
的

資
源

が
確

保
さ

れ
て

お
ら

ず
、

C
H

R
O

が
単

独
ま

た
は

独
断

で
人

材
戦

略
を

企
画

・
立

案
し

な
け

れ
ば

な
ら

な
い

状
況

と
な

っ
て

い
る

。

1

長
年

の
慣

習
ま

た
は

職
務

権
限

の
見

直
し

が
不

十
分

な
た

め
、

人
材

戦
略

は
人

事
部

門
単

独
で

策
定

す
る

こ
と

と
し

て
お

り
、

経
営

戦
略

と
の

連
動

す
る

手
段

が
確

保
さ

れ
て

い
な

い
。

ま
た

、
経

営
戦

略
と

連
動

性
を

確
保

す
る

た
め

の
経

営
企

画
部

門
と

の
協

議
・

連
携

も
不

十
分

な
状

況
で

あ
る

。
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1-
3

②
�人

材
戦

略
等

を
協

議
す

る
機

関
の

設
置

と
実

効
性

の
確

保

【
整

備
状

況
の

評
価

】
C

E
O

は
、

人
事

戦
略

に
係

る
最

終
的

な
意

思
決

定
や

経
営

戦
略

と
の

連
動

性
を

確
認

す
る

た
め

の
機

関
を

社
内

に
設

置
し

て
い

る
か

。

4

経
営

会
議

等
と

同
等

の
機

能
・

権
限

を
有

す
る

機
関

と
し

て
「

人
材

戦
略

委
員

会
」

が
設

置
さ

れ
て

い
る

。
あ

る
い

は
、同

委
員

会
は

設
置

し
て

い
な

い
も

の
の

、
主

に
経

営
会

議
等

の
一

議
題

と
し

て
定

期
的

に
人

事
戦

略
等

を
協

議
す

る
旨

が
経

営
会

議
規

程
等

に
明

定
さ

れ
設

定
さ

れ
て

い
る

。

（
例

：
評

価
「

3」
の

評
価

事
例

）
当

社
で

は
人

材
戦

略
委

員
会

は
設

置
し

て
い

な
い

も
の

の
、

経
営

会
議

に
お

い
て

、
最

低
で

も
年

一
回

の
頻

度
で

、
C

H
R

O
よ

り
人

材
戦

略
に

関
連

す
る

施
策

推
進

に
係

る
進

捗
状

況
や

、
現

時
点

ま
た

は
中

長
期

的
な

視
野

か
ら

の
課

題
・

問
題

点
等

に
関

す
る

包
括

的
な

報
告

を
行

う
こ

と
と

し
て

い
る

。
ま

た
、

同
議

題
に

つ
い

て
は

取
締

役
会

に
も

同
時

期
に

同
様

の
報

告
が

行
わ

れ
る

こ
と

と
し

て
い

る
。

こ
れ

ら
は

、
経

営
会

議
規

程
等

に
明

示
的

に
記

載
さ

れ
て

い
る

訳
で

は
な

い
が

、
主

と
し

て
経

営
会

議
運

営
を

行
う

部
署

（
経

営
企

画
部

門
）

が
作

成
す

る
年

間
計

画
表

に
お

い
て

、
人

材
戦

略
関

連
の

議
題

を
報

告
事

項
と

し
て

取
り

扱
う

旨
が

記
載

さ
れ

て
い

る
。

・
�取

締
役

会
資

料
及

び
同

議
事

録
・

�経
営

会
議

資
料

及
び

同
議

事
録

・
�人

材
戦

略
委

員
会

規
程

、
同

委
員

会
付

議
基

準
・

�人
材

戦
略

委
員

会
資

料
及

び
議

事
録

・
�経

営
会

議
等

議
題

年
間

計
画

表

左
記

の
通

り
「

人
材

戦
略

委
員

会
」

等
の

機
関

が
設

置
さ

れ
、

人
材

に
係

る
投

資
・

採
用

・
配

置
や

重
点

的
に

人
的

資
本

を
投

入
す

る
事

業
分

野
の

選
定

等
を

議
論

し
結

論
付

け
し

て
い

る
こ

と
が

望
ま

し
い

と
考

え
ら

れ
る

が
、

経
営

会
議

等
の

場
に

お
い

て
、

人
材

戦
略

に
係

る
事

項
が

集
中

的
か

つ
十

分
な

協
議

が
な

さ
れ

て
い

る
こ

と
が

確
認

で
き

る
場

合
は

｢4
」

と
評

価
す

る
と

と
も

に
評

価
し

た
根

拠
を

明
確

に
し

て
お

く
。

3

経
営

会
議

規
程

等
に

明
示

さ
れ

て
い

な
い

も
の

の
、

人
材

戦
略

に
関

し
て

、
定

期
的

に
ま

た
は

必
要

に
応

じ
て

経
営

陣
に

お
い

て
協

議
・

議
論

す
る

体
制

と
し

て
い

る
。

2

人
材

戦
略

と
経

営
戦

略
と

が
別

々
の

会
議

体
に

お
い

て
議

論
さ

れ
る

建
て

付
け

と
な

っ
て

お
り

、
相

互
の

連
動

性
に

つ
い

て
議

論
す

る
体

制
が

確
立

さ
れ

て
い

な
い

。

1
人

材
戦

略
と

経
営

戦
略

と
の

連
動

性
に

つ
い

て
経

営
陣

で
議

論
す

る
場

が
存

在
せ

ず
、

人
事

戦
略

は
実

質
的

に
人

事
部

門
の

専
管

事
項

と
な

っ
て

い
る

。

1-
4

同
上

【
運

用
状

況
の

評
価

】
C

H
R

O
が

企
画

・
立

案
し

た
人

材
戦

略
は

、
経

営
戦

略
と

の
連

動
性

が
確

保
さ

れ
て

い
る

と
と

も
に

、
人

事
運

営
上

の
実

効
性

が
確

保
さ

れ
て

い
る

か
。

4

｢人
材

戦
略

委
員

会
｣

が
四

半
期

ご
と

に
定

期
的

（
ま

た
は

必
要

に
応

じ
て

随
時

）
に

開
催

さ
れ

、
集

中
的

に
人

材
戦

略
の

進
捗

状
況

等
が

報
告

・
議

論
さ

れ
る

と
と

も
に

、
経

営
戦

略
の

変
更

等
に

対
応

し
て

、
人

材
戦

略
の

見
直

し
等

が
協

議
さ

れ
活

発
か

つ
実

効
性

あ
る

意
見

が
交

わ
さ

れ
て

い
る

。

（
例

：
評

価
「

3」
の

評
価

事
例

）
当

社
で

は
人

材
戦

略
委

員
会

は
設

置
し

て
い

な
い

も
の

の
、

経
営

会
議

に
お

い
て

、
概

ね
年

一
回

の
頻

度
で

、
C

H
R

O
よ

り
人

材
戦

略
に

関
連

す
る

施
策

推
進

に
係

る
進

捗
状

況
や

、
現

時
点

ま
た

は
中

長
期

的
な

視
野

か
ら

の
課

題
・

問
題

点
等

に
関

す
る

包
括

的
な

報
告

を
行

っ
て

い
る

。
ま

た
、

そ
れ

以
外

に
も

、
経

営
戦

略
に

関
す

る
重

要
性

あ
る

変
更

が
行

わ
れ

た
際

に
は

、
人

材
戦

略
変

更
の

可
否

判
断

や
、

経
営

戦
略

変
更

に
伴

う
影

響
度

等
の

分
析

・
評

価
結

果
並

び
に

人
材

戦
略

の
変

更
点

等
を

協
議

対
象

と
し

て
経

営
企

画
部

門
と

連
携

し
て

経
営

会
議

に
上

程
し

て
い

る
。

結
果

的
に

同
会

議
メ

ン
バ

ー
に

よ
る

活
発

な
議

論
を

経
て

人
材

戦
略

の
変

更
が

行
わ

て
お

り
、

一
連

の
プ

ロ
セ

ス
に

関
し

て
特

段
問

題
が

認
め

ら
れ

な
い

。

・
�取

締
役

会
資

料
及

び
同

議
事

録
・

�経
営

会
議

資
料

及
び

同
議

事
録

・
�人

材
戦

略
委

員
会

規
程

、
同

委
員

会
付

議
基

準
・

�人
材

戦
略

委
員

会
資

料
及

び
議

事
録

・
�経

営
会

議
等

議
題

年
間

計
画

表

人
材

戦
略

委
員

会
が

定
期

的
に

行
わ

れ
て

い
る

こ
と

、
そ

の
中

で
人

材
戦

略
に

係
る

進
捗

状
況

や
振

り
返

り
の

実
施

、
必

要
に

応
じ

て
機

動
的

な
修

正
等

が
な

さ
れ

て
い

る
か

を
重

点
的

に
検

証
す

る
。

3
主

に
経

営
会

議
に

お
い

て
、

不
定

期
に

（
概

ね
年

１
回

程
度

）
人

材
戦

略
の

進
捗

状
況

が
報

告
さ

れ
て

い
る

。

2
人

材
戦

略
の

進
捗

状
況

等
に

つ
い

て
は

、
概

ね
人

事
部

門
内

で
の

報
告

に
止

ま
り

、
進

捗
状

況
等

に
つ

い
て

能
動

的
に

経
営

陣
に

報
告

さ
れ

て
い

な
い

。

1

人
事

戦
略

に
つ

い
て

は
、

企
画

・
立

案
後

の
定

期
的

な
振

り
返

り
が

行
わ

れ
て

お
ら

ず
P

D
C

A
が

確
立

さ
れ

て
な

い
。（

C
H

R
O

及
び

人
事

部
門

の
ミ

ッ
シ

ョ
ン

と
し

て
認

識
さ

れ
て

い
な

い
）
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通
番

項
目

検
証
項
目

検
証
上
の
ポ
イ
ン
ト

評
価
（
4段
階
）

評
価
の
根
拠
・
事
実
認
識

（
コ
メ
ン
ト
例
）

関
連
す
る
資
料
等

（
エ
ビ
デ
ン
ス
例
）

留
意
点
・
そ
の
他

大
項
目

中
項
目

1-
5

③
�C

H
R

O
の

役
割

・
責

任
及

び
権

限
等

の
明

確
化

【
整

備
状

況
の

評
価

】
C

E
O

は
、

C
H

R
O

の
役

割
・

責
任

及
び

権
限

を
従

来
の

人
事

担
当

役
員

や
人

事
部

長
と

の
差

異
を

明
確

化
し

、
取

締
役

会
で

承
認

さ
れ

規
程

化
し

て
い

る
か

。

4
C

H
R

O
の

役
割

・
責

任
及

び
権

限
が

明
確

化
さ

れ
、

取
締

役
会

に
お

け
る

決
議

を
経

て
規

程
と

し
て

承
認

さ
れ

て
い

る
。

（
例

：
評

価
「

4」
の

評
価

事
例

）
当

社
で

は
20

22
年

よ
り

C
H

R
O

を
設

置
し

て
い

る
。

役
員

権
限

規
程

に
お

い
て

C
H

R
O

に
は

、
人

事
戦

略
の

企
画

・
立

案
を

行
う

と
と

も
に

そ
の

実
施

や
改

定
に

関
す

る
一

切
の

権
限

が
付

与
さ

れ
て

い
る

。
同

時
に

、
従

来
の

人
事

担
当

役
員

の
責

任
・

権
限

で
あ

る
人

事
部

門
に

係
る

総
括

的
責

任
者

と
し

て
の

任
務

も
担

う
こ

と
と

し
て

い
る

。
前

段
の

人
事

戦
略

の
企

画
・

立
案

に
関

す
る

責
任

・
権

限
に

つ
い

て
は

、
20

22
年

3月
に

C
H

R
O

を
設

置
す

る
旨

の
組

織
改

正
の

実
施

、
同

時
期

の
役

員
権

限
規

程
改

定
時

に
C

H
R

O
に

新
た

に
付

与
さ

れ
た

も
の

と
な

っ
て

お
り

、
実

質
的

に
C

H
R

O
と

人
事

担
当

役
員

と
の

ミ
ッ

シ
ョ

ン
の

相
違

は
明

確
に

な
っ

て
い

る
。

・
�取

締
役

会
資

料
及

び
同

議
事

録
・

�役
員

権
限

規
程

（
C

H
R

O
の

役
割

・
権

限
等

が
把

握
で

き
る

も
の

）
・

�職
務

権
限

規
程

等
（

人
事

部
長

の
役

割
・

権
限

等
が

把
握

で
き

る
も

の
）

・
�C

H
R

O
の

設
置

に
つ

い
て

機
関

決
定

し
て

い
な

い
も

の
の

、
各

種
の

権
限

規
程

に
お

い
て

、
C

H
R

O
の

果
た

す
べ

き
ミ

ッ
シ

ョ
ン

と
同

等
の

責
任

・
権

限
等

が
、

人
事

担
当

役
員

（
あ

る
い

は
人

事
部

長
）

付
与

さ
れ

て
い

る
と

認
め

ら
れ

る
場

合
は

「
3」

と
評

価
す

る
。

3

C
H

R
O

の
役

割
・

責
任

お
よ

び
権

限
は

規
程

化
さ

れ
て

い
な

い
が

、
人

事
戦

略
を

司
る

役
職

と
し

て
は

認
識

さ
れ

て
い

る
。（

C
H

R
O

と
人

事
担

当
役

員
の

ミ
ッ

シ
ョ

ン
の

相
違

点
が

明
確

化
さ

れ
て

い
る

）

2

C
H

R
O

の
役

割
・

責
任

お
よ

び
権

限
は

人
事

部
長

の
上

席
ぐ

ら
い

の
認

識
、

人
事

担
当

役
員

と
同

じ
と

ぐ
ら

い
に

し
か

見
做

さ
れ

て
い

な
い

。（
C

H
R

O
と

人
事

担
当

役
員

の
ミ

ッ
シ

ョ
ン

の
相

違
点

が
不

明
確

あ
る

い
は

曖
昧

な
も

の
と

な
っ

て
い

る
）

1
C

H
R

O
の

役
割

・
責

任
及

び
権

限
は

理
解

さ
れ

ず
に

、人
事

部
長

が
担

う
の

だ
ろ

う
と

思
わ

れ
て

い
る

。

1-
6

同
上

【
運

用
状

況
の

評
価

】
C

H
R

O
は

、
予

め
明

確
化

さ
れ

付
与

さ
れ

た
責

任
・

権
限

に
則

り
、

人
事

担
当

役
員

や
人

事
部

長
と

は
差

異
の

あ
る

役
割

を
果

た
し

て
い

る
か

。

4
C

H
R

O
が

承
認

さ
れ

た
規

程
通

り
に

人
事

戦
略

を
企

画
立

案
し

て
、

経
営

幹
部

と
す

り
合

わ
せ

取
締

役
会

に
方

針
や

施
策

を
上

程
し

て
い

る
。

（
例

：
評

価
「

3」
の

評
価

事
例

）
当

社
で

は
、

C
H

R
O

の
名

称
を

用
い

た
役

職
を

設
置

し
て

い
な

い
が

、
職

務
権

限
規

程
に

お
い

て
、

人
事

部
門

長
に

対
し

て
C

H
R

O
を

同
等

の
役

割
・

責
務

と
な

る
人

材
戦

略
に

係
る

企
画

・
立

案
及

び
そ

れ
に

伴
う

管
理

に
関

す
る

権
限

が
付

与
さ

れ
て

い
る

。
同

権
限

に
基

づ
き

、
人

事
部

門
長

は
、

毎
期

初
時

点
で

年
間

の
人

事
部

門
の

業
務

施
策

を
策

定
し

て
い

る
が

、
そ

の
第

一
項

に
は

、
人

材
戦

略
に

係
る

見
直

し
・

高
度

化
等

を
列

挙
し

て
お

り
業

務
執

行
の

優
先

度
も

「
高

」
に

設
定

す
る

な
ど

、
P

D
C

A
も

意
識

し
た

活
動

を
行

っ
て

い
る

。
こ

れ
ら

の
業

務
執

行
に

係
る

状
況

報
告

に
つ

い
て

は
、

取
締

役
会

及
び

経
営

会
議

に
四

半
期

に
一

回
の

頻
度

で
実

施
さ

れ
て

い
る

。

・
�取

締
役

会
資

料
及

び
同

議
事

録
・

�経
営

会
議

資
料

及
び

同
議

事
録

・
�C

H
R

O
の

業
務

執
行

状
況

報
告

・
�人

事
担

当
役

員
ま

た
は

人
事

部
長

の
業

務
執

行
状

況
報

告
・

�C
H

R
O

、
人

事
担

当
役

員
へ

の
イ

ン
タ

ビ
ュ

ー
結

果

C
H

R
O

が
、

各
事

業
部

門
間

と
の

人
事

上
の

連
携

や
調

整
役

と
の

役
割

に
終

始
す

る
の

で
は

な
く

、
人

材
戦

略
遂

行
の

責
任

者
と

し
て

、
最

終
的

な
目

標
で

あ
る

経
営

戦
略

の
実

現
に

向
け

た
責

任
・

権
限

を
果

た
し

て
お

り
、

従
来

型
の

人
事

担
当

役
員

・
人

事
部

長
よ

り
も

拡
大

し
た

業
務

執
行

を
行

っ
て

い
る

か
に

留
意

し
て

検
証

す
る

。

3

C
H

R
O

は
選

任
さ

れ
て

い
な

い
が

、
付

与
さ

れ
た

責
任

・
権

限
に

則
り

、
人

事
部

門
長

が
C

H
R

O
と

同
等

の
役

割
・

責
務

を
果

た
し

て
お

り
、

人
材

戦
略

の
企

画
・

立
案

・
管

理
等

を
行

っ
て

い
る

。

2

C
H

R
O

は
選

任
さ

れ
て

い
な

い
た

め
、

人
事

部
門

長
が

人
事

戦
略

と
経

営
戦

略
の

連
動

を
手

が
け

よ
う

と
し

て
い

る
が

、
権

限
と

責
任

が
伴

っ
て

お
ら

ず
実

質
的

に
運

用
に

任
さ

れ
て

い
る

状
態

と
な

っ
て

い
る

。

1

人
事

担
当

役
員

が
C

H
R

O
の

ミ
ッ

シ
ョ

ン
等

を
認

識
せ

ず
、従

来
通

り
の

人
事

運
営

の
み

を
行

っ
て

い
る

。
ま

た
、

経
営

戦
略

の
一

部
と

し
て

の
人

材
戦

略
と

捉
え

ら
れ

て
い

な
い

。
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1-
7

④
�人

材
戦

略
に

明
記

す
る

実
効

性
あ

る
K

P
I

の
設

定
及

び
見

直
し

【
整

備
状

況
の

評
価

】
C

H
R

O
は

、
経

営
戦

略
遂

行
の

た
め

の
人

材
戦

略
の

然
る

べ
き

必
要

な
要

素
に

つ
い

て
夫

々
の

K
P

I指
標

を
設

定
し

て
い

る
か

。
都

度
見

直
し

し
て

い
る

か
。

4

C
H

R
O

は
経

営
戦

略
を

遂
行

す
る

人
材

戦
略

を
策

定
し

、そ
の

人
材

配
置

の
陣

容
と

ス
キ

ル
等

を
把

握
し

、
K

P
Iも

設
定

し
て

い
る

。
ま

た
、

K
P

Iの
進

捗
状

況
に

応
じ

て
、

速
や

か
に

必
要

な
改

善
策

を
打

ち
出

し
実

施
す

る
た

め
の

プ
ロ

セ
ス

を
保

持
し

て
い

る
。

（
例

：
評

価
「

3」
の

評
価

事
例

）
当

社
で

は
、

職
務

権
限

に
基

づ
き

人
材

戦
略

の
企

画
・

立
案

に
係

る
権

限
を

有
す

る
人

事
部

門
長

が
、

人
材

戦
略

の
策

定
か

ら
そ

の
後

の
施

策
遂

行
全

般
を

実
施

す
る

建
付

け
と

な
っ

て
い

る
。

20
22

年
４

月
に

策
定

さ
れ

た
当

グ
ル

ー
プ

全
体

の
「

グ
ル

ー
プ

人
材

戦
略

」
に

お
い

て
は

、
今

後
５

年
間

で
達

成
す

べ
き

K
P

Iが
各

項
目

ご
と

に
明

示
さ

れ
て

い
る

。但
し

、
現

時
点

に
お

い
て

は
、

同
K

P
Iの

進
捗

状
況

等
を

把
握

す
る

プ
ロ

セ
ス

は
人

事
部

門
内

に
有

し
て

い
る

も
の

の
、

K
P

I
が

未
達

ま
た

は
質

的
に

目
標

と
し

た
水

準
を

達
成

す
る

可
能

性
が

低
い

と
認

め
ら

れ
る

場
合

に
、

機
動

的
に

人
事

上
の

施
策

を
見

直
す

、
さ

ら
に

、
経

営
戦

略
の

遂
行

に
も

重
大

な
影

響
を

及
ぼ

す
こ

と
が

懸
念

さ
れ

る
場

合
の

改
善

策
の

検
討

及
び

実
施

等
を

行
う

こ
と

を
担

保
す

る
た

め
の

明
確

な
プ

ロ
セ

ス
を

保
持

し
て

お
ら

ず
、

人
材

戦
略

の
高

度
化

の
観

点
か

ら
一

層
の

改
善

の
余

地
が

認
め

ら
れ

る
状

況
と

な
っ

て
い

る
。

・
�取

締
役

会
資

料
及

び
同

議
事

録
・

�経
営

会
議

資
料

及
び

同
議

事
録

・
�人

事
部

門
内

資
料

の
う

ち
、

人
材

戦
略

に
係

る
策

定
プ

ロ
セ

ス
を

整
理

し
た

も
の

・
�人

事
部

門
内

資
料

の
う

ち
、

Ｋ
Ｐ

Ｉ
の

改
善

策
等

に
つ

い
て

検
討

・
実

施
す

る
Ｐ

Ｄ
Ｃ

Ａ
の

プ
ロ

セ
ス

が
可

視
化

で
き

て
い

る
も

の

「
K

P
I」

と
い

っ
た

直
接

的
な

表
示

が
無

い
場

合
で

あ
っ

て
も

、
人

材
戦

略
中

に
対

応
完

了
時

期
（

目
途

）
や

、
K

P
I同

等
の

数
的

・
質

的
な

目
標

が
明

示
さ

れ
、

か
つ

、
進

捗
状

況
の

管
理

す
べ

き
目

標
と

し
て

設
定

さ
れ

、
プ

ロ
セ

ス
と

し
て

管
理

さ
れ

て
い

る
こ

と
が

確
認

で
き

る
場

合
は

「
４

」
評

価
に

相
当

す
る

と
考

え
ら

れ
る

。

3

C
H

R
O

ま
た

は
そ

れ
に

代
わ

る
人

事
部

門
長

が
、

人
材

戦
略

を
策

定
し

て
い

る
も

の
の

、
経

営
戦

略
遂

行
に

必
要

な
人

材
の

採
用

や
配

置
の

一
部

し
か

把
握

で
き

て
お

ら
ず

、
K

P
Iも

現
状

の
進

捗
状

況
の

把
握

に
止

ま
っ

て
い

る
た

め
に

、
高

い
次

元
で

の
経

営
戦

略
と

の
連

動
性

を
確

保
す

る
ま

で
の

仕
組

み
化

に
改

善
の

余
地

が
あ

る
。

2

C
H

R
O

又
は

そ
れ

に
代

わ
る

人
事

部
門

長
が

、
経

営
戦

略
遂

行
に

必
要

な
K

P
I設

定
を

含
む

人
材

戦
略

を
企

画
で

き
ず

、
実

質
的

に
事

業
部

等
か

ら
の

人
材

に
関

す
る

要
請

を
集

約
・

整
理

し
て

い
る

レ
ベ

ル
の

プ
ロ

セ
ス

に
止

ま
っ

て
い

る
。

1
経

営
戦

略
遂

行
の

た
め

の
人

材
戦

略
は

存
在

せ
ず

、
そ

の
遂

行
に

必
要

な
人

材
の

規
模

も
認

識
も

計
数

化
さ

れ
て

い
な

い
。

1-
8

同
上

【
運

用
状

況
の

評
価

】
C

H
R

O
は

、
人

材
戦

略
遂

行
の

一
環

と
し

て
設

定
し

た
K

P
I達

成
の

た
め

、
各

K
P

Iの
達

成
度

や
進

捗
状

況
の

タ
イ

ム
リ

ー
な

把
握

、
課

題
・

問
題

点
の

把
握

と
原

因
分

析
等

を
行

い
つ

つ
、

計
画

的
に

各
種

の
具

体
的

施
策

を
運

用
し

て
い

る
か

。
P

D
C

A
を

回
し

て
い

る
か

。

4

C
H

R
O

は
、

設
定

し
た

K
P

Iを
そ

の
規

模
と

時
間

ス
パ

ン
で

把
握

し
そ

の
進

捗
度

を
定

期
的

に
把

握
し

、
課

題
・

問
題

点
を

原
因

分
析

を
行

っ
て

整
理

し
た

う
え

で
、

必
要

に
応

じ
て

経
営

幹
部

と
協

議
し

、
次

な
る

施
策

を
取

締
役

会
に

上
程

し
て

す
る

な
ど

、
機

動
性

あ
る

P
D

C
A

を
展

開
し

て
い

る
。

（
例

：
評

価
「

3」
の

評
価

事
例

）
当

社
で

は
、

職
務

権
限

に
準

拠
し

て
正

規
の

権
限

を
有

す
る

人
事

部
門

長
が

、
人

材
戦

略
の

企
画

・
立

案
人

材
戦

略
の

策
定

か
ら

そ
の

後
の

施
策

遂
行

全
般

を
統

括
し

て
い

る
。

人
材

戦
略

で
設

定
済

の
各

K
P

Iの
達

成
状

況
に

関
し

て
は

、
人

事
部

門
内

の
ス

タ
ッ

フ
に

よ
っ

て
四

半
期

毎
に

状
況

把
握

を
行

い
、

進
捗

状
況

等
を

経
営

会
議

等
に

報
告

し
て

い
る

。
ま

た
、

同
部

門
で

は
、

計
数

等
の

進
捗

状
況

に
止

ま
ら

ず
、

進
捗

状
況

が
芳

し
く

な
い

事
態

が
発

生
し

て
い

る
場

合
は

、
阻

害
要

因
や

課
題

・
問

題
点

の
発

生
要

因
の

分
析

と
、

そ
れ

に
対

処
す

る
た

め
の

今
後

の
対

応
策

に
つ

い
て

も
適

宜
報

告
し

て
い

る
な

ど
、

継
続

的
な

改
善

活
動

に
繋

げ
て

い
る

。
但

し
、

現
時

点
に

お
い

て
は

、
同

K
P

Iの
進

捗
状

況
等

を
把

握
し

分
析

す
る

人
事

部
門

内
で

の
要

員
が

不
足

し
て

い
る

た
め

、
分

析
→

問
題

点
の

特
定

→
対

応
策

の
検

討
に

至
る

ま
で

の
間

に
相

応
の

時
間

と
労

力
を

必
要

と
し

て
お

り
、

機
動

性
を

確
保

し
て

い
る

と
は

言
い

難
い

状
況

と
な

っ
て

い
る

。

・
�取

締
役

会
資

料
及

び
同

議
事

録
・

�経
営

会
議

資
料

及
び

同
議

事
録

・
�人

事
部

門
内

資
料

の
う

ち
、

人
材

戦
略

に
係

る
K

P
Iの

達
成

状
況

の
把

握
状

況
の

実
務

が
分

か
る

も
の

・
�人

事
部

門
内

資
料

の
う

ち
、

K
P

Iの
達

成
状

況
の

改
善

策
等

に
つ

い
て

検
討

・
実

施
す

る
た

め
の

、
要

因
分

析
や

課
題

・
問

題
点

の
特

定
状

況
が

分
か

る
も

の
・

�他
社

事
例

を
参

照
し

て
い

る
場

合
は

、
比

較
検

討
や

ギ
ャ

ッ
プ

分
析

を
行

っ
た

際
の

資
料

前
述

の
通

り
「

人
材

版
伊

藤
レ

ポ
ー

ト
」

で
は

、
人

材
戦

略
自

体
が

経
営

戦
略

と
の

連
動

性
を

確
保

し
て

い
る

こ
と

を
重

要
視

し
て

い
る

た
め

、
経

営
戦

略
に

係
る

P
D

C
A

と
同

様
に

、
人

材
戦

略
に

関
し

て
も

推
進

状
況

の
定

期
的

な
把

握
、

未
達

の
場

合
の

原
因

分
析

、
追

加
的

な
施

策
展

開
、

戦
略

修
正

な
ど

の
P

D
C

A
が

「
仕

組
み

」
と

し
て

機
能

し
、

機
動

的
な

P
D

C
A

が
見

ら
れ

る
か

、
実

効
性

を
十

分
に

有
し

て
い

る
か

を
重

点
的

に
検

証
す

る
。

3

C
H

R
O

ま
た

は
そ

れ
を

代
替

す
る

人
事

部
門

長
は

、
設

定
し

た
K

P
Iの

具
体

的
施

策
と

進
捗

度
を

定
期

的
に

把
握

し
て

い
る

。
同

時
に

把
握

さ
れ

た
課

題
・

問
題

点
に

関
す

る
対

処
を

検
討

す
る

な
ど

P
D

C
A

も
回

し
て

い
る

。
但

し
、

課
題

・
問

題
点

を
特

定
す

る
た

め
に

時
間

と
労

力
を

費
や

し
て

お
り

、
や

や
機

動
性

に
欠

い
て

い
る

状
況

。

2

C
H

R
O

ま
た

は
そ

れ
に

代
わ

る
人

事
部

門
長

は
、

K
P

Iの
必

要
性

を
認

識
し

つ
つ

も
、

合
理

的
に

算
定

さ
れ

た
数

字
の

設
定

は
出

来
て

い
な

い
。

進
捗

度
等

も
課

題
・

問
題

点
の

特
定

化
を

含
め

的
確

に
把

握
で

き
て

い
な

い
。

1
人

事
部

門
長

は
事

業
本

部
の

要
請

・
要

求
を

集
め

て
人

材
を

探
す

程
度

で
、

経
営

戦
略

と
の

連
動

性
な

ど
は

取
ら

れ
て

い
な

い
。


